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1は じ め{ご
経営計画はか な りの程度 まで不確定 な与件の もとで設定 され ざるをえないの
である。 したが つて,経 営計画の設定 に際 しては,そ れ に付随す る不確定要 因
の処理 とい う問題が検 討 されなければな らない の で あ る。 この問題 に関 して
は,.ここ数年 のあいだに,多 くの提案が な さてい るのであ るω。 本稿 におい て
は,こ うした不 確i定性下 におけ る経営計画 の設定 に関連 して生ず ると思われ る
い くつかの間題 がヘルベル ト・ヤ コブの所論(2)を中心 に して考察 され てい る。
(1)DieterSchneiderはそ の 論 文"FlexiblePlanungalsLOsungderEnt§chei-
dungsproblenieunterUngewiBheit?"(ZfbF,23.J9.,1971)およ び"Flexible
PlanungalsL6sungderEntscheidungsproblemetlnterUngewiBheit?"inder
Diskussion(ZfbF,24.J9.i1972)にお い てLauxとHaxの 研 究 を 批 判 的 に 考 察
し て い る 。HelmutLaux,FlexiblePlanungdesKapitalbudgetsmitHilfeder
LinearenProgrammierung(zfbF,21.J9.,1969);FlexibleInvestitionsplanung
(1971)お よ びHerbettHax,lnvestition註heorie(1970)。






な お,こ れ ら の 議 論 に つ い て は,拙 稿 「不 確 定 性 下 に お け る 意 思 決 定 」(明 大 商
学 論 叢 第57巻 第4号)を 参 照 さ れ た い6
(2)Jatob,Herbert,UnsicherheitundFlexib三lit地ZurTheoriederPlallung
beiUnsicherheit,ErsterTeil,ZfB,44.J9.,1974;ZweiterTei1,ZfB,44.J9.h
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1974;DritterTei1,Z肥,44,J9.,1974.
(568)
H計 画 状 況
不確定性下 におけ る経営計画の設 定に関す る問題を解 明す る た め に は,ま
ず,決 定担 当者のおかれてい る状 況すなわ ち計画状況が叙述 されなけれ ばな ら
な い。
計画時点(Plan皿gszeitpunkt)におけ る行動 プ ログラム(Akti・nsprogramm)
が まず作成 され なければな ら な い。 この プ ログ ラムは計画期間(Planungszei・
traum)の初 めにおいて,つ ま り,時 点0に おい て決定担 当者が実現 しよ うと
思 っている もので あ り,そ れ はそ の時点か ら企業 の状態 に関連 を もって くるの
で ある。 こ うした行動 プログラムは,そ れが企業 の 目標設定(Zielsetzungdes
Unternehmens)に合致す る よ うに,す なわち,目 標適合的(Zieladhquat)とな
る よ うに決定 され なければ な らない。 レか し,こ うした要件を満足 させ る行動
プ ログラムが どの よ うな もの とな るかは,決 定に際 して考慮 され る与件に依存
してい るのであ る。そ うした与件には,経 営内的与 件(innerbetrieblicheDaten)
と外 的与件 が含 まれ る。 さらに また,現 在 お こなわ れ る決定 は将来 における決
定 に も影響 をお よぼす ことにな るので,行 動 プログラ ムの成果にたい しては,
計 画期間 の初 めにおけ る与件 と同時 にそ うした与件 の将来 におけ る動 向が関連
を もって くるのであ るω。
通常,与 件はあ る期 間に関連づ けて把握 され てい る。 そ して決定 に関連を も
つ 与 件の全 体は与件星座(Datenk・nstellation)ない しは与件状況(Datensituati・n)
といわれて い る。 また,あ るプログラムの行動間 には,し ば しば,相 互関連 が
存在 してい るのであ る。そ うした相互 関連 は一方的 な ものであ るこ ともあれば
相互 的であ ることもあ る。前 者の場 合においては,行 動1の 影響力は行 動2に
依存す るが,し か し,行 動2の 影響 力は行動1か らは独立 してい るのであ る。
後 者の場合 においては,行 動1の 行動2に お よぼす作用 と同時に また行動2の
行動1に お よぼす作用 も存在 しているの であ る。 こ うした行動 間の関係が同A
の プ ログラム内にみ られ る場 合には,それは時間的 に水平な相互関連(zeitlich-一
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horizontaleInterdependenzen)とよばれ る。 また,時 間的に異 な るプログラムの
行動,そ れゆ え,異 な った時点 にお いて計画 され る行動間 の相互関連は時間的
に垂直な相互関連(zeitlich-vertikaleInterdependenzen)とよばれ る。 この種 の
相互関連 が存 在す る場合 には,決 定担 当者は行動 プ ログラム1の 確 定 に 際 し
て,す でに,こ の プ ログラムがつ ぎのプ ログ ラムにお よぼす影響を考慮 してお
かなけれ ばな らな くな る。時間的に垂直 な相互関連 を欠いてい る場 合にのみ,
行動 プログラム1は それ 以後の行動 プ ログラムか ら独 立 して確定 され うるので
ある②。
理論的 には,計 画期間 の長 さは行 動 プログラム1の 決定 に関連す るすべ ての
将来の与件星座 が把握 され る長 さとな らなけれ ばな らない。 この計画期間が確
定 し,し か も,そ れが数期 間(Perioden)に細分 され てお り,さ らに,計 画期
間の各期 間にた いす る与件星座 が既知 とな ってい るか,ま たは,先 行す る行動
から導出可 能であ るとす るな らば,各 決定時点にたい してそれぞれひ とつの プ
ログラムが存在す ることにな る。 しか も,そ れは企業 の 目標設定 に照 らしてみ
て最も有利 な もの とな る。行動 プ ログラムの 目標適合 的な結果は,こ の よ う
に,企 業 の 目標設定 と計 画期間におけ る与件星座 に よ つて一義的 に確定 され る
のであ る。計画 問題 は,そ れゆえ,こ うした 目標適合 的なプ ログラムの結果を
見つけ出す こ とにあ るといえ るのであ る③。
しか し,通 常は,行 動 プログラムの決定 のため に適切なつ ま り目的適合 的な
与件星座 が確実 に予知 し うる もの として出発す ることはで きないのであ る。計
画設定者は,む しろ,す べ ての期間にたい して,い くつかの与 件星座 を可能 な
ものとみな してい るのであ る。 しか し,可 能 とみなされた与件星座 の うちの ど
れが実際 に生起す るのか とい うことは不確定 なのである。 しか しなが ら,こ の
ような状 況の もとにおいて も,計 画設定 者は どの ような確率で特定の与件状況
が期待で きるかを見積 ろ うとす るのであ る。そ こでは,純 粋 に主観的な見 積 り
カミ問題 とな るのであ る。こ うした見積 りの結果が主観 的確i率(subjektiveWahr
scheinlichkeiten)とよばれ るもの とな るのであ る(4)。
決定担 当者は,そ れ ゆえ,計 画時点 においては,期 間1に おいて どの よ うな
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与件星座 が実際 に生起す るか を知 らないのであ る。 しか し,彼 は最適 の行動 プ
ログラムの決定 に際 してはい くつか の与件星座 を考慮す ることはで きるのであ
る。 こ うした問題 の解 決のた めに どの よ うな提案を用意す ることがで きるかと








主 観 的 確 率 の か わ り に 信 愚 性(GlaubVvttrdigkeit)とい う 表 現 が と ら れ る 場 合 も
あ る 。
皿 古典的な不確定性理論の処理方法
古典的 な不確定性理 論は,主 として,不 確 定性下にお け る意思決定が合理的
な もの とな るために満た さな けれ ぽな らない一般的な条件 を作 り出す ことを 目
ざ してい るのであ る。それは,そ の適 用に よって,二 者択一 的な行動か ら,企
業 の 目標設定 に照 らしてみ て,最 も有 利 とな る よ うな行動 を見 つけ 出 す た め
の,合 理 的な行動の公理(AxiomerationalenVerhaltens)を作 り出 したのであ
る。 この古典的な不確定性理 論の特徴 は,一 般 に,そ れ が前 もって与 え られた
二者択 一的な行動(vorgegebenenaltemativenAktionen)ない しは行動 プPtグラ
ムか ら出発 して,そ こか ら不確定 な条件 の もとにお いて 目標適合的 とな る行動
を見つけ出す方策 を示そ うとす るところにみ られ るのであ るω。
こ うした伝統 的な不確i定性理 論に よれば,企 業指導 者はひ とつの結果 に到達
す るため には,ま ず,一 連 の可能な る行動 プロ グラムを起草 し,そ れか ら,そ
うした プロ'グラムについて,企 業の 目標設定 に照 らしてみて,最 も有利 となる
プログラムを見 つけ出す とい う作業がお こなわ れなければな らないのであ る。
そ の際 に,不 確定性理 論に よって作 り出された決 定原理(Entscheid皿gsregeln)
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が適用 され るのであ る②。
さて,経 営計画 の設定 に際 しては,単 一 の期間だけ を考慮す るだけでは不十
分であ る。 とい うのは}将 来 の数期間にわた る状況が行動 プ ログラム1の 成果
にたい して影響をお よぼす と同時に,行 動 プ ログラム1に よって,将 来 の行動
プログラムの選択が影響を うけるか らであ る。異な った時点の行動間の こ うし
た関連は,上 では,時 間的 に垂直な相互関連 とよばれた。 も しこの種 の相互関
連が存在 してい るとす るな らば,そ の よ うな関連 が 目標数値 にお よぼす影響 も
また考慮 に入れ られ なけれ ばな らない ことにな る。 こ うした理 由か ら,経 営計
画の設定 に際 しては,多 期 間(少 なくとも2期間)の 計 画が不 可欠な もの とされ
るのであ る③。
古典的な不確定性理論の処理方法に とって特徴 的な ことは,す でにみた ごと
く・行動 プ ログラムの結果が前 もって与 え られていなければな らない とい うこ
とである。 目標適合的な行動 プ ログラムまたは 目標適合 的 プログラムの結果を
見つけ出すための手段を用意す るためには,考 え うるすべ ての結果が比較対照
され,し か もそれ らが 目標 に合致 してい るか ど うか でテス トされ なければな ら
ないのである。 しか し,比 較的単純 な計画状況においてす ら,時 点0に おいて
考え うる二者択一的な行動 プ ログラムの数 はかな りの数 にのぼ るであろ うし,
さらに多期間的計画 に際 しては考え うるプログラムの結果 の数はそ の数 倍に も
のぼるであ ろ う。 したが って,そ うした数 を完全 に枚挙す る方法は,通 常 は,






IV決 定基準 と 目標関数
さて・一連の二者択一的な行動から最も有利な行動の可能性を見つけ出すた
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めに,こ れ までに,多 数の選択基 準が開発 され た。 ここでは,入 手 しうる適切
な情報 をす べて利用す る よ うな決定 基準だけが問題 とされ ているω。 ここでい
う適切 な情報 とは,あ る一定の可 能 とみな され た与 件星座が実際 に生 じた とす
るな らば,当 該行動可能性 の選択 に 際 し て,目 標数値(た とえば利益)が どの
よ うな値 を とるか とい うことについての陳述 なのであ る(2)。
最 も有利 な二者択 一的な行動の選択 は》入手 し うる適切 な情報 のすべてを利
用 した うえで,全 体考察(GI・balbetrachtung)にもとつ い て か,あ るいは部分
考察(Detailbetrachtung)セこもとつい て,お こなわれ る の で あ る。全体考察の
場 合にお いては,種 々の可能な る与 件状況におけ る行動 の可能性 の効果につい
ての陳述 は,1つ ない し2つ の値 に圧縮 され る。そ して部分考察 の場合 におい
ては個別 の結果か ら出 発 さ れ る。全体 考察についての最 も重要 な数値 と して
は,利 益期待値(Gewinnerwartungswert)があげ られ る。 しか し,そ れ は,同
種 の決定 が頻繁 にお こなわれ るので,個 々の決定の結果 か ら構成 され る平均的
な結果 が利益期待値にほぼ接近す ると同時に 利益期待値 か ら の(と りわけ下方
への)乖離 はそれほ ど大 きい もの とは な らない ので,そ の ことに よっては,企
業 の存在 は脅か され る ことがないか,あ るいは,も し同種 の決定が頻繁 に くり
返 されな い場合には,意 思決定者 は リス ク中立性(Risik・neutralitat)とな らな
ければな らない,と い う全 く特殊な前提 の もとにおいてのみ,は じめ て,合 理
的な選択基 準 とな るのであ る(3)。
しか しなが ら,企 業を順調 に経営す るための適切な決定 とい うものは,同 一
形態で頻繁に くり返 され るといった類 の ものではない し,ま た,リ ス ク中立性
とい うものを前提 とは しない ので,利 益期待値 は補 完 されなけれ ばな らない こ
とにな る。つ ま り,た だ利益期待値 だけを基礎に して決定 を下す かわ りに,判
断 され るべ き行動 と結 びつい てい る リス クを表現す るよ うな指標 が追加的 に考
慮 され なければな らない ことになる。 そのため に,た とえば,分 散尺度(Stre-
uungmaB)(たとえば標準偏差)が 用い られ るのであ る。これを用い ることに よっ
て,す べ ての行 為は利益期待値 と分 散尺度 とに よ つて特徴づけ られ ることにな
るのであ る。 したが って,選 択を実 施す るためには,利 益期待値 と分散尺度 と
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の組合せ とい うものが評価 されなけれ ばな らない ことになる。 こ うした評価は
主観的 な性格 を もつ ものであ り,決 定担当者の リス クにたいす る態度に依存 し
ているのであ る。そ して,そ れは無差 別曲線に よって も表現す る ことがで きる
のであ るω。
さて,個 別考察 に際 しては,2つ の処理 方法が区別 され る。 この2つ の方法
は,同 一 の考慮 に もとついてはい るが,し か し,異 な った決定数値に導 くので
ある。す なわち,㈲ あ る場合においては,当 該与件星座 の主観的確率で予想 さ
れる個別結果は等価の確実な利益(な いしは損失)に よって代 替 さ れ る。そ し
て,こ の等価 の確実 な利益 の合計(SummederaquivalentensicberenGewinn)
が決定基準を構成す るのであ る。 そ して(b)すべ ての行動可能性 にたい して,ま
ず,選 好確率(Praferenzwahrscheinlichkeiten)が発見 され,そ してその時 々の
与件星座 の主観的確率で加重 され た選 好確 率の合計が行動可能性を判断す る指
標とな るのであ る。 この指標に したが って選択 がお こなわれなければな らない
のであ る。 しか もその際,い くつかの二 者択一 的な行動 の可能性 のなかか ら,
加重された選 好確率の合計が最高 とな るものが選 ばれなければな らないのであ
る。 しか しなが ら,こ うした処理方法 には,特 定 の行動の リス クを加重 された
選好確 率の合計 とい う指標 を もって しては表 現 しえない とい う欠点が ともな う
ことに注意 しておか なけれ ばな らないのであ る⑤。




た と え ば,ミ ニ マ ッ ク ス 原 理,ハ ー ウ ィ ッ ツ の 悲 観 一 楽 観 原 理,さ ら に,サ ヴ ェ






52明 大 商 学 論 叢 (574)
V最 適行動プログラム決定のための目標関数の構成
不確定性下 において合理 的な 目標 を設 定す る際には,実 質 的な 目標数 値(た
とえば利益ないしは売上高)と 同時に企 業の存在 ない しは 健全な成長 ・発展 の保
証 とい うことが考慮 されていなければな らない。それを示す数値 としては,通
常,利 益期待値 が 選 択 さ れ る。 また企業の保証努力(Sicherheitsstrebendes
Unternehmens)つま り不利 な結果 にたい して 企業を保証 しよ うとす る努力は,
まず第 一に,生 起 し うるとみ なされ る不利な与件星座 の うちの1つ が生起 した
場 合において も,そ の結果hS-一・定 の前 もって与 えられた利益限界(Gewinngre-
nze)を下回 ってはな らない とい う要求 に要約 され る。 こ う し た要求は,通 常
無視す ることので きない ものであ り,そ のために,厳 密な付帯条件 と して定式
化 され なけれ ばな らない もの とされてい るのであ るω。
さて,決 定担 当者 の 目標観念(Zielvorstellung)は目標関数(Zielfunktion)に
おいて表現 され る。 それ はまず単一期間計画(einperiodigePlanung)について
作成 され る。
(a)単一期間計画
ここでは,ま ず,時 点0に おけ る行動 プ ログラムが決定 されなければ な らな
い。 その際,Sと い う外界の推移 ・発展が可能 とみな され るもの とす る。Sと
い う与件星座が生起 した場 合の利 益(損 失)をGs(-G,)で表わ し,種 々の与
件 星座 が期待 され る ところの主観的確率を π,で表わす もの とす る。 しか も,
最初か ら外 界状況 を指定す る可能性が存在 してい る もの とす る。そ して,そ れ
が生起 した場 合には,前 もって与 えられた最小結果 以下 とな る結果 が予想 され
なければな らない。 この場合 におい て,そ れ は与件状況1とZに な る。 この場
合,利 益期待値Gは つ ぎの よ うに表現 され る。
(1)G=Σπ,G.
8
同時 にまたつ ぎの条件がつけ られ る。
(2)G,=≧GoおよびG2=≧Go
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この付帯条件は利益の下限Goが 下回 られてはな らない とい うことを意味 し
ているのであ る。
さて,予 想 され る利益 と最小利益 とのあいだにおいて,上 述 した状況を処理
する可能性 が予見 されなければな らない。それは 目標関数をつ ぎの ように定式




この方 程 式 に お い て,Ul、,u12;u21,u22は0か1のい ず れ か の 値 を と りう
る変数 を 意 味 し,all,al2;a21,a22は選 好 定 数 を,そ して,Go1,Go2は前 も
って与 え られ た 利 益 水 準 を意 味 して い る。 またGo<G。1<G。2が 妥 当す る。





Nは 十 分 に 大 きな 任 意 の 数 を 意 味 して い る。 さ らに,
(5)u11(Go1-G1))≧O
u!2(GOi-Gi)≧0
条件(4)ぽ,もしG、 が 前 も って与 え られ た 利 益 水準G。1よ り小 さ くな る とす
るな らば,Ulユが1の 値 を と りうる とい うこ とを 意 味 して い る。 条 件(5)は,与
件状況1に お け る利益(G,)が 前 も って与 え られ た 利 益 水 準G。 、を 越 え る とす
るな らば,u11は0の 値 を と らな け れ ば な らな い とい うこ とを意 味 して い る。
ull・a11(Gei-Gi)およびu12・a12(Ge2-Gi)は,与件星 座1が 生起 した 際
に利益 が 前 も って 与 え られ た 限 界Go1以 下 に な る とす るな らば,そ れ ゆ え,括
弧内が プ ラス に な る とす るな らば,こ の 差額 は まずallで つ い でa12で 乗 ぜ ら
れて利 益 期待 値 か ら差 引 か れ る。利 益 がGo1以 下 とな る よ うな 状 況 は,目 標 数
値Zの 値 を そ れ に した が って 減 少 させ る控 除項 目と して 算定 され る。 目標 数 値
Zの減 少 は,利 益G,がGOiの 水 準 は 越 え ては い るが,し か し,利 益 水 準Go2似
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下 とな る場合に も生ず るので ある。 そ してa12で乗ぜ られた差額(G。2--Goi)
が利益期待値か ら差引かれな ければ な らな いので ある。
数値Go,G。1およびG。2は,選 好定数an,a12,a21およびa22と同様 に,
決定担 当者 に よって最初 か ら確定 され ていなければな らない ものであ るが,そ
の保証努 力(Sicherheitsstreben)を表現 してい る。G。 はいか なる場合 において
も下 回 られ ては な らな い絶対 的な利益下 限J(absolutuntereGewinngrenze)を表
現 してい る。つ ま り,こ うした要件を満足 させ るよ うな行動 プ ログラムだけが
許容 され るもの とな り,さ らに,最 高の利益期待値 を もた らす行動 プ ログラム
が発 見 され なければな らないのであ る{2)。
上 述の 目標関数(3)はリス ク中立性 におけ る最小利益 限界を前提 と した もので
あ る。 こ うした前提は,少 な くとも,一 定の利 益間隔(Gewinnintervall)(最小
利益 と利益上限との間の利益間隔)に た い して有意味的 であ るよ うに思わ れ る(3)。
したが って,通 常 の具体的な計画設定 の場合 においては,決 定担当者の 目標設
定を表現す るには,上 述 の形態 での 目標関数で十分 とな る(4)。
(b)多期間計画(mehrperiodigePlanung)
多期間にわた る計画期聞 にた いす る目標関数 は,こ れ を単 一期 間の 日標 関数
に類 似 した形で作成す る ことがで きる。 つ ま り,多 期 間の 目標 関数につ いて
は,す べ ての期間 にた い して,形 式的には単一期 間の 目標関数 と同一の項が査
定 され る。 そ して,す べ ての期 間にたい して,特 定の方法で補完 され修正 され
た利益期待 値が決定 され る。 この修正 された利益期待値 の総計 が,最 大 にされ
なければな らない 目標数値を生み 出す のである。 その際,期 間1に おいて期待
され る利益は,通 常,期 間2に おい て等 しい主観 的確率 で期待 され る等 しい額
の利益 よ りは高 く評価 され るとい うことが注意 されなければな らな い の で あ
る。 これ については,2つ の理 由をあげ ることがで きる。すなわち,(i)過去
に生 じた利益は収益創造的(ertragbringend)に投 入す ることがで きるので,期
間2の 利 益の発生 までの収益は期 間1の 利益に加算 されなければ な ら な い。
(ii)期間1の 利益期待値 の算定 基礎 は,一 般に,期 間2に 関連す る与件星座 と
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その主観的確率 よ り大 きな確実性 を もって予言す ることがで きる。 あ る期 間に
おいて,与 件状況 の よ り厳密 な見積 りを可能 にす る よ うな追加的与件 が獲得 さ
れるとい う事実だけで も,す で に,こ うした事態 の十分 な理 由づけ とな る(5)。
単一期間 の 目標関数㈲ に類似 した 多期 間の計 画期間 にた いす る目標 関数 は,
上述 した点 を考慮 した うえで,つ ぎの よ うに書 くことが で きる。
(6)Z=Σbg[Σπe.Gqs一ΣUg/vae,'v(G、ijti-Ge。')]
98es'v
qは期 間指数であ る。s'εS'は,最小利益の考察に とって必要 と思われ る与












VI弾 力 性 概 念
生起す る と考 え られ てい る与件状 況の うち,ど れが最終的 に生ず るか とい う
ことに関す る不確定性は,企 業 が よ り大 きな適合能 力を もてば も つ ほ ど,ま
た,企 業がそ の時 々に生ず る状 況に難 な くしか もよ り迅速 に適合す ることがで
きればで きるほ ど,そ れだ け,脅 迫 的 とはな らない し,ま た,影 響 力 も小 さな
ものとなる。いいか えれ ば,不 確定性 と不 十分な適合能 力 とが 同時 に生起 した
場合には じめて リス クが生ず るとい え るのであ るω。
ここでい う弾力性 とは企業 の与件動 向へ の適合能力(Anpassungsfahigkeitdes
UnternehmensanDatenentwicklungen)を意味 してい る。 さ らにそれ はつ ぎの2
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種類 の弾力性に区分 され る。す なわ ち,
(a)期間1の 初めにおいて実現 され るべ き行動 プ ログラム(た とえぽ投資プ・
グラム)につ いての決定が下 されなけれ ばな らな い もの とす る。 期間1の 初め
か らどの よ うな生産設備が利用 し うるか とい うことは こ うした決定 に依存 して
いる。そ してい くつかの販売状 況が可能 とみ な され る。生産 プ ログラムに含 ま
れ る製 晶の どの程 度の数量が期 間1に おいて生産 され るか とい うことは,可 能
とみ なされた販売状況の うち どれが実際 に生 ず るか に よるのであ る。期聞1の
初め にお いて どの よ うな投資 が実現 され るか,ξ して,こ の期 に どのよ うな生
産設備が利用 し うるもの となるか とい うことに したが って,一 定 の販売 状況の
生起 に際 して獲得可能 な利益 は異な った 高 さとな る。 この よ うな所 与の生産設
備 の枠 内におけ る適合能 力,あ るいは,一 般 的には,与 件 の枠 内におけ る適合
能 力(AnpassungsfahigkeitimRahmenv・nGegebenheiten)は時間的 に水平 な弾
力性(zeitlich-horizontaleFlexibilitat)とよばれ る(2)。
(b)以前の行動 に よって設定 された与件(た とえば既存の生産設備)に 依 存 す
るのは,期 間2さ らにそれ以後 の期 間の初めにおけ る行動 プnグ ラムの選択だ
けでな く,そ の選択に際 しては,そ の時 々の外界条件 も同時 に考慮 されなけれ
ばな らないのであ る。 こ うした与 件の推移 ・発展 に企業がいか に良 く適合 しう
るか とい うことは,ふ たたび,期 間2の 初めにおいて どの ような プログラムが
可能 であるかに依 存 してい るのであ る。時点0に おけ る行動 プPtグラムと過去
の行動 プPグ ラムに よって期 間1に おけ る適合能 力が影響 され るだけでな く,
経営的与件 に よって,そ の時に生 じた与件 動向 に適合 させ る能 力 も影響を うけ
ることにな るのであ る。 こ こ で は,時 間的 に垂直 な弾 力性(zeitlich・-vertlkale
Flexibilitat)とい うものが問題 とな るのであ るく3)。
さて,こ うした2種 類の弾 力性 につ いては》 さ らに,そ の測定 とい う問題が
生 じて くる。 まず,水 平時間的弾 力性 の測定 が問題 とな る。 こ こで関連を もつ
ぺ き目標設定 は利益 の最大化であ る。現 期間にお いてn個 の異 なる与件状況が
可能 とみ なされ る。 こ うした状 況のすべ てにたい して,つ ぎの ものが発見 され
なけれ ばな らない。すなわち,一
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(i)企 業が その時 々の状況に最適に適合 し うるな らば生 じ,し か も過去 の
行動に還元 され るべき与件 に よって も妨害 されない結果 。 これをG*。 とい う
記号で表わす。 その際,s・=1,2,…,§ とな る。・
(ii)適合が不可能な場合 に生ず る結果 をu、 で示す 。
(iii)既存の経営的与件 の枠 内(た とえば所与め生産設備の枠内)に お い て 達
成可能 とな るよ うな結果 をG,で 示す。





ついで,垂 直 的弾 力性ほっ ぎの ように して測定 され る。す なわ ち,行 動 プロ
グラムの選択 に際 しては,前 期 において実施 された行動に よって;次 期 の初め
において考慮 されなければ な らない与件が設定 され る。垂直時 間的弾 力性 は,
そのよ うな与件 が存在 してお らず,そ れゆえ,行 動 の選択 はただ来 たるべ き期
間において与 え られ る与件星座にだけ もとつ いてお こなわれ うる もの とす るな
らば,無 限大 とな る。た とえば,期 間1の 生産設備 の無限大 の垂直時間的弾力
性はG*、で表示 きれ る。 さらに,こ こで発見 され なけれ ばな らない のは,い っ
さいの垂直時間的弾力性 を欠いてい る場合 の状況結果(0、)すなわ ち期間1の
生産設備が期間2の 初あにおいて変化 しない とす るな らば,期 間2の 与件状況
において生起す る結果 であ る。 そ して最後 に生産設 備(一 般的には経営的与件)
を期間2に おい て予想 され る与件状 況へ適合 させ る際 に生ず る結果(Gs)が算






F.は,G*、・とG。'との差が小 さ くなればな るほ ど,す なわ ち,企 業 が生起
した与件動 向に よ り良 く適合す るこ とがで きれ ばで きるほ ど,そ れだけ大 とな
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る⑥o
企 業の弾 力性すなわ ち水平 時間的弾 力性 な らびに に垂直時間的弾 力性は上述
した よ うに して測定 され るのであ る。 高い弾 力性 が 目ざされ るべ きか,低 い弾
力性 が 目ざ され るべ きか,ま た,F.とF.の いずれ の弾 力性が最適 とな るか











最適 の行動 プ ログラムが どの よ うに して発見 され るか とい う問題 を論ず るに
あた って,こ こでは,単 一・期間 にお ける問題 お よび 多期 間におけ る問題 が考察
されてい る。
単一期 間計画では,計 画期間は単一 の期間 となる。 この期間 の長 さは任意 に
選択 す ることがで きる。そ して計画期間 の初 めにおい て実現 され るべ き目標適
合的 な行動 プログラムが決定 され なければ な らないのであ る。 決定 担当者は異
な った与件状況 の生起を可能 な もの とみ なす。 そ して,可 能 とみ な されたすべ
ての与件状況 には主観的確率が付与 され るω。
こ うした予 備的な作業をお こな った うえで,行 動 プ ログラムを決定す るとい
う課題つ ま り決定担 当者の 目標設定(こ こでは利益の獲得および企業の保証に向け
ての努力)に 最 もよ く合致す る行動 プログラムを決定す るとい う問題 が 提 起 さ
れ る。 この問題 は,形 式的 には,つ ぎの よ うに表現 され る。す なわ ち,計 画期
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間の初 め に お い て 可 能 とな る行 動 は,A、i(i=1,2,……り で示 され る。与 件 状
況sが 生 起 した 際 に あ る行 動 が 目標 数 値 に寄 与 す る貢 献度 が パ ラ メ ー タ ーXli、
ハ ム
によって 表 現 され る。vは1か らVliま で の大 き さを と る。 このVliは どれ ほ
ど多 くの パ ラ メー タ ーが 行 動 ゴの 目標 額 を特 徴 づ け るか を 示 して い る。 この パ
ラメー タ ーが どの よ うな値 を解 と して とるか とい うことは,そ れ が 関 係 す る与
件状況 に依 存 してい る。 も し一 定 の行 動Alイが 計 画 期 間 の 初 め にお い て 実 施 さ
れ る とす るな らば,そ れ は,与 件 状 況sが 生 じた場 合 に は,全 体 結 果 に た い し
て一定 の 貢献 を なす 。 そ して それ はつ ぎ の よ うに表 現 され る(2)。
Xlg,……,X㍗ お よびXagii,……,Xge??
与 件状 況sが 生 起 した 場 合 の 処 置Aliの 効 果 す なわ ち 与 件 状 況 の 目標 額 は,
こ うした状 況 に適 合 した パ ラ メ ータ ーに よ って表 現 され る。 こ こで,〔Xli。1;
Xli、2;……;文 、∫.;1《〕 の代 わ りに,〔X1輌。〕 と書 くとす るな らば,Xli。vが ど
のよ うな 値 を と り うるか とい うこ とは,行 動A1`そ れ 自体 の範 囲 に も依 存 す る
のであ る。
外界 状 況Sの 生 起 に 際 して 計 画 期 間 に お い て 期 待 され る利 益 は,一:一・方 で,計
画期間 の 初 め に お い て 実 施 され る行 動 の 関 数 で あ り,他 方 で,過 去 の時 点 で 実
現 され た が しか し計 画 期 間 中 にお い て な お 作 用 して い る行 動 の 関数 で もあ る。
この行 動 はA。iで 示 され る。 した が って,
(9)G,=G。〔A11(s),A12(s),…… A1含(s);Aoi(s),Ao2(s),……
… …,Ao2(s)〕
とな る。 括 弧 内 にお い て,そ の時 々 の行 動 に 付 与 され て い るSは 与 件 状 況Sの
生起 に際 してそ れ が と る行 動 の効 果 が 重 要 で あ る とい うこ とを 示 し て い る。
Ali(s)は,した が っ て,
〔Xll。1,Xll,2t……,Xll,;11
と表現 され る。
利益関 数 は それ ゆ え つ ぎの よ うに書 くこ と もで き る(3)。
(10)G、=G。(X11、1,X11。2,,._.,Xll,;ll;X12,1,x12,2,.._.,X12。;12;
… …;X1含。1,XIC,2,……,X1;,;1↑;Xo!、i,XOI,2,……,
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(3)Ebd.,S.406,ヤコ ブ は こ れ を 投 資 一 生 産 の 事 例 に 適 用 し て そ の 解 を 求 め て い る。
S.407-416.
珊 多期間計画に際 しての最適行動 プログラムの決定
多期間計画 は計画期間(Planungszeitraum)が'少な く と も2つ の期 間(zwei
Perioden)に分割 されてお り,あ る期間 の初めにおいて 目標適 合的な行動 プロ
グラムが発見 され る場合 に 存 在 す る の で あ る。以下 での考 察は2期 間計画
(zweiperiodigePlan皿g)カミと りあげ られ ている。 しか し,そ れ は多期 間的な計
画 に も移行 させ る ことがで きるのであ る。
計画期間 の初め におい て実現 され る行動 プ ログラムに依存す るのは,企 業 の
最初 の期 におけ る異 な った与件状況への適合能 力だけでな く,第2の 期の初め
におけ る行動 プ ログラムもそれに依存す るのであ る。第1期 の初めにおける行
動 に よって,そ の後 の行動 プ ログラムの確定 と りわけ第2期 の初 めにおけ るプ
ログラムの確定 に際 して注意 されなけれぽな らない与件が設定 され る の で あ
る。つ ま り,企 業の行動には依 存 しない よ うな与件(こ れは 「第1次 与件」(Pri・
mardaten)とよばれる)のほか に,企 業の行動に よって過 去において設定 された
与件(こ れは 「第2次与件」(Sekvndardaten)とよばれ る)が 注 意 され なければな
らない ので ある①。
さて,ど の行動 プ ログラムが具体的な事例において 目標適合 的 とな るか とい
うことは》一方 にお いて,目 標設定に依 存 し,他 方において,考 慮 され る与件
に依存 して いるので ある」 こ うした与件には,第2次 与件 も含 まれてい るので
あ る。それ らは,過 去におけ る行動が将来におけ る行動 プ ログラムの成果 に影
響 をお よぼす とい うことに関連を もってい るのであ る。
2期間(お よび多期間)計 画 に際 して追加的 に生ず る問題は,・た と え ば,行
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動プログラム1に おい て とる ことので きる処置が,第1期 におけ る 目標数値に
およぼす 効果 に関 して判断 され るだけ でな く・将来 の行動 プログラムの 目標数
値にどの よ うな影響をお よぼすか とい うことに よって も判断 され るとい う点に
ある②。 「 ・
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Aは計画期間 においてな お有効であ る計画期間の開始以前にお こなわ れたす
べての行動 を示 している。Ali,A12,……,A、iとい う数値は計画期間の初め
における行動 を示 し,行 動 プ ログラム1を 構成 してい る。計 画策定 の任務 は,
主として,こ うした プログラムを 目標適合的 に設定す る ことにあ る。
期間1に おいて どの ような パ ラメーターX'が生ず るか とい うことは行動Aと
行動プ ログラム1に 依存 してい る。それ はつ ぎの ことを意味 してい る③。 す な
わち,
Xl与 件状況(DS)1が 生起 した場 合の期 間1に おけ る行動Aの パ ラ メ
ータ ーの値 の総括。
X21期間1,与 件状 況 §におけ る行動Aの パ ラメータ ・ー一の値の総 括。
X?期 間2,与 件状況1に おけ る行動Aの パ ラメータ ーの値の総括。
Xl,,,・・…・,X?i;与件状 況DSn,… …;DS,1の生起に際 して の 期 間
1におけ る行 動1の パ ラメーターの値の総括。
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Xl、le…,X…、?与 件状況DS,、,……,DS,;の 生起 に際 しての期間
2にお ける行tWA,,のパ ラメーターの値 の総括。
どの よ うな与件状況Sが 生ず るかに したが って,パ ラメータ・-ecはそれぞれ
異な った 目標 適合値が付与 されなければな らない。そ して期間1に おけ る目標
値は これ らの値に依存 してい るのであ る。期 間2の 初めにおいて どの よ うな行
動 プ ログラムが 目標適合的 とな るかについて決定的 となるのは,(1)行動Aと 行
動 プログラム1に よって引起 され る第2次 与件,(2)その他の与件,お よび(3旧
標関数 において表 現 され る企業 の 目標設定なのであ る。期 間2に おいては,な
お,適 合 的な行動AとAl1か らA、iま でのパ ラ メーターのほかに,プ ログラ
ム2の 行動 の パ ラメーターが存在 して いる。そ の時 々の与 件状況 に依 存す るす
べ てのパ ラ メーターの 目標適合的 な値が発見 され なければな らない。それに依
存 してい るのが,期 間2に おけ る目標数値な のである(4)。
さて,以 下では,多 期間計画 に際 しての計画問題 の典 型的な事例が考察 され
てい るo
(i)確 実 な与件 に際 して(決 定論的な場合)の 多期間的計画
この場 合におい ては,与 件動 向は確実 に予見す ることがで きるので,期 間1
において も,ま た期間2に おいて も,そ れぞれ,た だひ とつの与件星座だけが




』決 定 論 的 な 事 例 に た い す る 目標 関 数 は つ ぎ の よ うに 表 示 さ れ る(5)
。
〈11)Z=b,G,十b2G2・=b1・G1(A;All,……,A1?;X!;Xin,・ ・… ・,
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X}?)十b2・G2(A;Ail,… …,A1;;A21,… …,
A22;X2;X…,,… …,X鈴;Xl,,… …,Xl↑)
(ii)不確 定な与件 に際 しての多期間計画:解 決案(1)
決定論的な場合 とはちが って,こ こでは,意 思決定者は期間1に たい して も
また期間2に たい して も,い くつかの考 え うる与件状況 に直面 してい るのであ
る。 しか も,両 期 間において異 な る与件星座 の生起が可能 な もの とみな され て
いるのであ る。 これは計画の結果,と りわ け,行 動 プログラム1お よび行動 プ
ログラム2が,も はや,単 一の利益額 を基礎 に しては判断 しえない とい うこと
を意味 してい るのであ る。 目標数値は利益期待値 とな るか またはその修正 され
た値 とな る。
行動 プ ログラムの善 し悪 しは,そ の水平時 間的弾 力性だ けでな く,さ らに,
垂直時間的弾 力性 に も依 存 してい るのであるθ。
すべての与件状 況DSに は,パ ラメーターXが 付与 され,一 定 の利益数値 が
生ずる。 さらに,考 察 され る期 間の初 めにおいて,ど の ような行動が 目標適合
的となるか とい うことは,前 期 間の関連す る行動(Ae)に も依存 してい るので
ある。
与件状況 の主観的確率(πe,)に注意 した うえで,考 察 され る期 間 の部分利益
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この 期 間 利 益 期 待 値(Ge)が,最 大 に され るべ き 目標 関 数 の 値 とな るの で あ
る。 こ の 目標 関 数 は つ ぎの よ うに書 くこ とが で きる。





… … ,XI含2;X…,… …,X2?;X董,,,
… …,X替1;… …;Xi,2,……,X↑;2)
十b↓G3(…)
そ して このZが 最 大 に され るべ き値 とな る⑧。
確 実性 に 際 しての 多期 間計 画 に おけ る解 決 手 法 と不 確 定 性 に際 して の 多期 間
計 画 にお け る解 決 手 法 との 間 の差 異 は 単 一 期 間 の 利 益 の 代 わ りに利 益 期 待 値 が
用 い られ て い る とい う点 に み られ る。 決 定 論 的 な 事 例 に お い て は,最 適 な行 動
プ ロ グ ラム1を す べ て の 期 間 に た いす る 目標 適 合 的 な行 動 プ ロ グ ラ ム2の ほか
に,た だ1つ の適 合 パ ラ メー タ ーが算 定 され て い る の で あ る。 これ に 反 して,
不 確 定 性 下 で の多 期 間 計 画 の設 定 に際 して は,可 能 とみ な され る与 件状 況 のす
べ て にた い して,適 合 パ ラ メー タ ーの 最適 値 が決 定 され な けれ ば な らな い ので
あ る。 ここで は,一 定 の 与 件 星 座 が 生 じた場 合 の利 益 で は な くて,'こ う した利
益 か ら構 成 され る利 益 期 待 値 の 合 計 が最 大 に され るべ きな の で あ る⑨。
(iii)不確 定な与件の下 にお ける多期間的計 画:解 決案(2)
これ まで,期 間2に おい て可能 とみな された与件状 況お よびそれに付与 され
る主観的確率は,期 間1に おいて どの ような与件状 況が実際に生ず るか とい う
ことか らは独立 してい るとみな され「ζいた。 しか し,今 や,決 定担 当者が計画
時点 においてすでに,期 間1に おいて どの よ うな与 件星座 が実際に生ず るかに
したが って,期 間2に おけ る事情が異な って判断 され るとい う可能性が存在 し
てい るとい うことが認識 されなければな らないのであ る。 この点を考慮す ると
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す るな らば,期 間2に おけ る行動 プ ログラムを解決案(1)のように1つ としない
で,い くつかの異な るプ ログラムを想定 しなければ な らない ことにな る。つ ぎ
の図表では,3つ の異な るプ ログラムが想定 され てい る⑩。
第4図
行 動 プ ロ クラム1
DS}行動 プ ロクラム1
DS▲ の
DS]適 合 パ ラメー ター 行動プログラム21
DSI1 行動プログラム21
DS書2 期間2に おけ る の
DS《3行動 プ ロ グラム1 適 合 パ ラ メ ー ター 行動プログラム22
DS日1 行動プログラム22
DS日2の の
DS≧3適 合 パ ラメー ター 適 合 パ ラメー タ ー 行動プログラム23
DS…1 行動プログラム23
DS日2 の
DSξ3 適 イ}パラ メー タ ー
第1図 と第4図 との比較 をつ うじて,不 確定性下 におけ る多期 間的計画手法
の第1案 と第2案 との差異が 明 らか とな る。第1案 では,期 間2に たい して1
つの行動 プログラムが決定 され る。そ して,そ れ が期間2に おいて可能 とみな
され るすべての与件状況に区分 され るのである。第2案 では,こ れ に反 して,
1
どのよ うな与件状況が期間1に お いて生起す るかに したが って,ち が った行動
プログラムが用意 されてい る。そ して これ らの行動 プ ログラムが期 間2に おい
て可能な与件状況の部分量に関係を もつ のであ る。 た とえば,与 件状況DS},
が生起 した場合 の利益は行動 プ ログラム23が期間2の 初めにおいて実現 され る
とい う前提 の もとにおいて計算 され るのであるθ。
時点1に おいてただ1つ の行動 プPtグラム(第1案)だ けでな く,非 常 に 多
くの異な った行動 プ ログラムが許 容 され るとす るな らば,そ れが 目標数値お よ
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びそ の構成要素 に どの よ うな影響 をお よぼす かが問題 となる。計画問題 の枠 内
におい て答 え られ るべ き中心 的な問題 は行動 プログラム1,つ ま り,期 間1の
初め において実現 され るべ き行動 プログラムは どの よ うな もの となるぺ きか と
べ
い うことであ る。その際,す でにみた ごと く,各 期 間のあいだにみ られ る垂直
時 間的な相 互関連 を把 握 し,そ れ が行動 プ ログラム1に お よぼす 作用を適切 に
考 慮す ることが重要 とな る。 こ うした理 由か ら,行 動 プ ログラム1と 同時に行
動 プ μグラム2が 決定 され る ような解 決手法が開発 されなければな らな くな る
のであ る㈱。
さて,企 業 の行動 は,将 来の プ βグラムの決定 に直接影響 をあたえ る与件を
設定す るだけでな く1外 界の推移 ・発展に も影響をお よぼ しうるのであ る。 こ
こでは,将 来の販売可能 性を改善す ることを 目標 とす る投資 が問題 とな るので
あ る。 この 目的は,最 終的 には,外 界 の与件 に有 利に影響をお よぼす こと,つ
ま り,企 業の生産給付にたいす る市場 の収容意欲 を高め ることにあ る の で あ
る⑬o
と ころで,企 業の狭義 の企業の外界は調達市場 と販売市場か らな る。広義 の
外界に属す る ものは,企 業 の 目標設定に鑑み て適切な与件を設 定 し うる ような
す べて の制度 お よび組織(た とえば,法律および法規によって経済過程の秩序づけを
おこな う権限をもつ国家)が あ る。 外界与件 に影響を お よぼ し,こ の与件の有利
な発展 を実現す ることは,す べての企業 の関心事 とな ることはい う ま で も な
い。 ここでの考察 に とって重要 なのは,企 業 の行動が外界条件の将来の動 向に
も影響 をお よぼ し うるとい うこ,となのであ る。企業 の計画 に関連す る外界条件











ヤ コ ブ は こ れ を 生 産 一 投 資 例 に 応 用 し て,生 産 能 力 条 件,販 売 条 件,財 務 条 件 を 考









今 日の経 営経済学が意 思決定 指向化(Entscheidungsorientierung)(1)の傾向を強
めて きてい るなかにあ って,意 思決定 それ もと くに不確定性下におけ る意思決
定をめ ぐる論議 は ます ます活発化 して きている。本稿で と りあげた ヘ ル ベ ル
ト・ヤ コブの所論 もその よ うな論議を一歩発展 させた もの として評価す ること
ができるのであ る。す なわ ち,ヤ コブは デ ィーター ・シュナイ ダーとヘ ルムー
ト・コ ッホとのあいだでかわ された論争(2)を一歩発展 させ るとい う意 図の もと
で,『 経営経済学雑誌 』 に3部 か らな る論文 を連続 して発表 したのである。 こ
の論文において,ヤ コブは不確定性下 におけ る計画理 論の構築 を試み ているの
である。
その計画理 論にお いては,ま ず,一 定 の プログラムの行動相互間にみ られ る
時間的に水平な関連 と同時に時間的に異なる プログラムの行動のあいだ にみ ら
れる時間的に垂直な相互関連を指i摘し,企 業 の保証努力,つ ま り,不 利 な与件
が生起 した場合に も企 業の存在 を保証す る ように前 もって一定 の利益限界を設
走してお くとい う要 求を付帯条件 として,利 益期待値 の最大化 をはか る 目標関
数を形成 してい るのであ る。 しか も,そ の 目標関数は単一一期 間的計画お よび多
期間計画へ と展 開され,と くに,多 期間的計 画に際 しての最適行動 プ ログラム
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の決 定の重要性が強調 され,そ のための具体的な解 決案が示 され てい るのであ
る。
伝 統的な不 確定性理論であ る リス ク効用理 論を乗 越え るとい う意 図の もとに
展 開 された,コ ッホ の 「第2次 適合理 論」においては第1次 状 況が過度 に強調
され てい るのに反 して(3),ヤコブの計画理 論では,と りわ け,時 間的 に異なる
プ ログラムの行動 の相互関連が強調 され ている点 に,コ ッホ理論を さ らに一歩
進 めた面 をみ ることがで きるのであ る。
しか しなが ら,不 確定性下 における意思決定問題 を論 じている,シ ュナイダ
ー,コ ッホお よび ヤ コブの所論 においは,利 益ない しは利益期待値の最大化 と
企 業維持が と もに 目ざ され てい る点を見過 ご しては な らないであろ う。す なわ
ち,そ れは シ ュナ イ ダーにあっては ベル ヌーイ効用関数 の限定 公理 に よって リ
ス ク効用関数 の妥 当領域を限定 してい る点に,ま た,コ ッホにあ ってはそ の全
体 企業保証概念 の うちにみ られ るのであ る。
この ように,シ ュナ イ ダー,コ ッホ,そ して ヤ コブへ と引 きつがれた不 確定
性 下におけ る意思決定をめ ぐる論議は,多 期間計画 と関連づ け られ て一段 と発
展 した もの とな った とい うことがで きる。 こ うした論議 は,不 安定 で しか も多
くの不確定な要 因をは らみなが ら多様 な変動の姿を示 しつつある現代 の経済環
境 の もとにあ って,企 業を維 持 し,し か も利益(利 益期待値)の 最大 化 を は か
ることが要 請 され るか ぎ り,今 後 も,さ らにつづ け られ る ことで あろ う。
(1)Bamberg,GUnter;Coenenberg,AdolfGerhard,BetrieblicheEntscheidung-
slehre,1974,Vorwo「t.
(2)こ の 論 争 の 詳 細 に つ い て は,拙 稿 「不 確 定 性 下 に お け る 意 思 決 定 」(明 大 商 学 論
叢,第57巻 第4号)を 参 照 さ れ た い 。
(3)Jacob,Herbert,UnsicherheitundFlexibilitat.ZurTheoriederPlanungbei
Unsicherheit(皿),a.a.ρ,S.517.
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